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我が国の総人口は、２００８年１２月の１億２，８０９万９千人をピークに人口減少社会に突入し

ており、国立社会保障・人口問題研究所の推計（出生、死亡中位による推計）では、２０４０年には

１億７２８万人にまで減少し、２０６０年には８，６７４万人まで減少するとしています。 

 

このような中、国においては、地方創生・人口減少克服という構造的課題に正面から取り組むため、

「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」を長期目標として掲げ、国と地方が総力を挙げて取り組

むうえでの指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を平成２６年１２月２７日に策定し

ました。 

 

  「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」では、人口減少は「静かなる危機」と呼ばれており、日々

の生活では実感しづらいものの、このままでは我が国の人口は急速に減少し、その結果、将来的には

経済規模の縮小や生活水準の低下を招き、国としての持続性すら危うくなると警告しています。 

 

本市においても人口減少は例外ではなく、国が人口ピークを迎えた２００８年１２月から３年半後

の２０１２年６月に、８４２，９８８人（※）をピークとして、ゆるやかな人口減少局面に入ってい

ます。 

 

本市では、２０１１年３月に策定した、都市経営の基本戦略である堺市マスタープランにおいて独

自に将来人口の推計を行い、人口減少社会の到来をはじめとする社会経済の情勢や周辺環境が変化す

る状況の中で、人口の誘導・定着化という課題をあげています。この課題を踏まえ、本市ではこれま

で「堺・３つの挑戦」をはじめとする様々な取組を進めてきました。その結果、本市の人口は、堺市

マスタープランで行った将来推計人口（中位）を上回るペースで推移しています。 

 

しかしながら、人口減少に対する取組は、その成果が出生率の向上に結び付くまでに一定の期間を

要することが考えられ、また、その後、人口規模を安定的に推移させるまでにはさらなる期間を要す

ることが考えられます。そのため、ゆるやかな人口減少局面に入っている本市においても、これまで

の取組をさらに深化させ、また、今後新たな取組を行うことによって人口減少への対応をしていくこ

とが必要です。 

 

この堺市まち・ひと・しごと創生人口ビジョンは、本市の人口動向や産業の現状を把握するととも

に、２０４０年までの将来人口の展望を描き、本市の今後の取組を進めていくうえでの基礎資料とす

るものです。 

※出典：堺市推計人口  

１．はじめに ～人口減少局面の到来～ 
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（１）国の動向 

 

我が国では、２００８年１２月の総人口１億２，８０９万９千人（※）をピークに人口減少社会に

突入し、２０１４年の総人口は、ピーク時から約１００万人減少しています。 

我が国の今後の総人口について、国立社会保障・人口問題研究所の推計（出生、死亡中位による推

計）では、２０２０年代の初めは年間６０万人程度減少し、２０４０年代頃には、年間１００万人程

度にまで減少が加速すると見込んでいます。その結果、我が国の総人口は、２０４８年には１億人を

割り込み、９，９１３万人まで減少するとしています。 

※出典：総務省統計局 

 

（２）大阪府の動向 
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大阪府の人口は、２０１０年１０月の国勢調査では８８７万人となり、２００５年の同調査時から、

約５万人増加しました。 

大阪府では、２０１３年３月に国立社会保障・人口問題研究所より「日本の地域別将来推計人口」

が公表されたことを踏まえ、直近の人口動向の実績等を元に、２０１４年３月に将来人口推計を行っ

ています。推計結果を掲載している「大阪府人口減少社会白書」（２０１４年６月改訂版）では、大

阪府の人口について、２０１０年からの３０年間で１３７万人の急激な減少が生じ、２０４０年には

７５０万人になると見込んでいます。 
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（１）人口 

①人口の推移 

 
堺市の人口は、１９５７年の堺泉北臨海工業地帯の造成や、１９６５年 の泉北ニュータウンの開

発をきっかけに人口が急増し、１９８０年には８０万人を突破しました。 

しかし、その後、人口は横ばいから緩やかな減少傾向で推移し、１９９８年には７０万人台まで減

少しました。 

２００５年、美原町との合併により、人口は再び８０万人台となり、また、政令指定都市移行後も

人口の増加傾向が続いていました。 

しかし、本市においても、国、大阪府に続き、２０１２年６月をピークに人口は緩やかな減少に転

じ、人口減少局面が到来することとなりました。 

 

②年齢３区分別人口の推移 
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年少人口は、人口の増加とともに増加し、特に、泉北ニュータウンの造成が始まった１９６５年頃

からは増加傾向が強くなり、１９８０年にピークを迎えました。しかし、その後は減少傾向で推移し、

２０００年には６５歳以上人口よりも少なくなりましたが、それ以降は横ばいで推移しています。 

生産年齢人口は、人口と同様に増加傾向で推移していましたが、１９９０年をピークに減少傾向に

転じました。その後、２００５年の美原町との合併から人口は増加傾向となったものの、生産年齢人

口は、依然として減少傾向のまま推移しています。 

６５歳以上人口は、年々増加を続けており、また、増加傾向も強くなっています。 

 

③年齢３区分別人口割合の推移 

 

年少人口割合は、第 1次ベビーブーム（１９４７～１９４９年）の後、減少傾向となりましたが、

年少人口の増加傾向の強まった１９６５年からは年少人口割合も増加傾向になりました。しかし、 

１９７５年以降は減少傾向に転じ、その後、１９９５年以降は、横ばいで推移しています。 

生産年齢人口割合は、これまで横ばいでの推移が続いていましたが、１９９５年のピーク以降、減

少傾向となっています。 

６５歳以上人口割合は、年々増加を続けており、また、増加割合も高くなっています。国では２０

０５年、本市では大阪府と同様に２０１０年に、６５歳以上人口割合が全体の２０％を超えており、

本市においても高齢化率が上昇していることがうかがえます。 
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（２）自然増減 

①自然増減の推移 

 
堺市の自然増減の推移を見ると、２０１０年までは、出生数が死亡数を上回る自然増の傾向で推移

してきました。特に、１９５７年の臨海工業地帯の造成開始から１９６５年の泉北ニュータウンの開

発を経て、１９７１年に始まった第２次ベビーブームなどにより、１９７４年頃までは前年を上回る

自然増が続いていました。 

しかし、その後１９７５年をピークに出生数が減少傾向となり、２０１１年からは、死亡数が出生

数を上回る自然減となりました。この年から現在までの間も、自然減の傾向が続いています。 

 

②出生数と合計特殊出生率の推移 
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出生数は、減少傾向が続いていましたが、２０１０年に増加に転じました。しかし、２０１１年以

降は微減傾向となっています。 

合計特殊出生率（※）は、２００５年まで減少傾向が続いていましたが、２０１０年から回復基調

となり、緩やかな増加傾向が続いています。 

※合計特殊出生率：１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。 

一人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当する。 

 

（３）社会増減 

①社会増減の推移 

 

 

堺市の社会増減の推移については、臨海工業地帯の造成が開始された１９５７年頃から泉北ニュー

タウンの開発が開始された１９６５年頃までは、前年を上回る社会増の傾向となっていました。 

しかし、社会増の傾向は、１９６５年にピークを迎え、転出数の増加と、１９７５年以降の転入数

の減少により、１９８０年からは転出が転入を上回る社会減になりました。 

その後、本市が政令指定都市に移行した２００５年からは、均衡状態になりましたが、２０１３年

からは、再び社会減になっています。 
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②性別・年齢階層別の人口移動状況 

 
平成２６年の人口移動状況について、全年齢階層の男女別（右上図）を見ると、男女ともに転出超

過になっており、超過数は男性が女性よりも多くなっています。 

年齢階層別の転出超過の状況について、男性は４０～４４歳の転出超過数が最も多く、次に４５～

４９歳、２５～２９歳が多くなっています。女性の転出超過数は、６５～６９歳が最も多く、次に 

４０～４４歳、３５～３９歳が多くなっています。 

一方、転入超過の状況については、男性は、３０～３４歳の転入超過数が最も多く、次に１５～ 

１９歳が多くなっています。女性は、２０～２４歳の転入超過数が最も多く、次に２５～２９歳、 

９０歳以上が多くなっています。 

 

③他の自治体との転出入状況の推移 
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出典：住民基本台帳人口移動報告 

（人） （人） 

＜地域内訳＞ 

泉州地域：岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町 

南河内地域：富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村 

北大阪地域：豊中市、池田市、吹田市、高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、島本町、豊能町、能勢町 

東部大阪地域：守口市、枚方市、八尾市、寝屋川市、大東市、柏原市、門真市、東大阪市、四条畷市、交野市 
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他の自治体との転出入状況の過去３年間の推移を見ると、泉州地域、南河内地域、東部大阪地域に

対しては転入超過で推移しています。 

しかし、大阪市、東京都に対しては転出超過で推移しており、特に大阪市に対する転出超過数も毎

年増加傾向となっており、２０１３年、２０１４年には、転出超過数は東京都と並んで４００人を超

えています。 

 

④周辺自治体との移動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年の周辺自治体との移動状況については、大阪市に対する転出、転入数が最も多く、次い

で泉州地域、南河内地域が多くなっており、これらの市や地域に対する人口の出入りが活発であるこ

とが分かります。 
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人口 
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南
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域 

出典：平成 26 年住民基本台帳移動報告 
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（４）世帯状況の推移 

 
国全体として、世帯数は年々増加しており、中でも 1人世帯数、高齢単身世帯数は増加傾向にあり

ます。 

堺市においても世帯数の増加傾向が続いており、２０１０年には３４．４万世帯になっています。 

１人世帯の数も年々増加しており、２０１０年には、全世帯に占める１人世帯の割合は、３０．１％

になっています。 

また、１人世帯のうち、高齢単身世帯数も増加傾向で推移しており、２０１０年には、全世帯に占

める割合は１１％になっています。 

 

（５）昼夜間人口の推移 
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昼夜間人口は、ともに１９８５年までは増加傾向で推移し、その後、緩やかな減少傾向になりまし

た。しかし、２０００年からは、再び増加傾向に転じています。 

また、昼夜間人口比率は１９９５年までは減少傾向で推移していましたが、２０００年以降は増加

傾向に転じています。 
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（１）堺区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

堺区の人口は、横ばいから僅かに減少傾向で推移しています。各年の人口増減の内訳について、自

然増減では毎年減少しており、社会増減では、２０１１年を除き、増加しています。 

このことから、堺区の僅かな人口の減少傾向は、自然減少が主な要因になっていることが分かりま

す。 
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（２）中区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

中区の人口は、２０１１年以降、横ばいで推移しています。各年の人口増減の内訳について、自然

増減では、毎年増加していましたが、増加数は年々少なくなり、２０１４年には減少に転じました。

社会増減では、２０１０年、２０１１年は増加していましたが、２０１２年以降は均衡状態になって

います。 
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（３）東区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

東区の人口は、おおむね横ばいで推移しています。各年の人口増減の内訳について、自然増減では、

毎年減少が続いており、社会増減では、ほぼ均衡状態が続いていましたが、２０１３年以降は社会増

になっています。 

 

  

8.54 8.54 8.51 8.54 8.55 

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

人口推移 （万人） 

▲ 806 ▲ 786 ▲ 821 ▲ 824 ▲ 754 

692 653 615 668 673 

▲ 114 ▲ 133 ▲ 206 ▲ 156 ▲ 81 

▲ 2,000 

▲ 1,500 

▲ 1,000 

▲ 500 

0

500

1,000

1,500

2,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

自然増減 
出生 

死亡 

自然増減 
（人） 

▲ 3,531 ▲ 3,384 ▲ 3,583 ▲ 3,463 ▲ 3,374 

3,470  3,497  3,483  3,886  
3,566  

▲ 61 

113 

▲ 100 

423 192 

▲ 9,000 

▲ 7,000 

▲ 5,000 

▲ 3,000 

▲ 1,000 

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 

社会増減 
転入 

転出 

社会増減 
（人） 



15 

 

（４）西区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

西区の人口は、僅かながらも増加傾向で推移しています。各年の人口増減の内訳について、自然増

減では、２０１２年以降は毎年減少しており、社会増減では、増加が続いています。 

このことから、西区の人口の増加傾向は、社会増加が自然減少を補っていることが要因であるとわ

かります。 
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（５）南区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

南区の人口は、毎年、減少傾向で推移しています。各年の人口増減の内訳について、自然増減では、

２０１０年を除き、自然減の状態で推移しており、社会増減でも、毎年１，０００人前後の減少が続

いています。 

このことから、南区は、自然動態、社会動態の両面から、人口減少が進んでいるということがわか

ります。 
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（６）北区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

 

北区の人口は、毎年、増加傾向で推移しています。各年の人口増減の内訳について、自然増減では、

毎年増加が続いており、社会増減では、２０１０年、２０１３年には社会減でしたが、他の年では社

会増になっています。 

このことから、北区では、自然増加が北区の人口増加の主な要因となっていることがわかります。 
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（７）美原区の人口動向 

 

 

 

 
出典：国勢調査・堺市独自推計 

※人口は各年 10月 1日現在。自然増減、社会増減は各年の前年 10 月からその年 9月までの期間の増減 

 

美原区の人口は、おおむね横ばいで推移しています。各年の人口増減の内訳について、自然増減で

は、僅かながら毎年減少が続いており、社会増減では、２０１２年までは毎年増加していましたが、

２０１３年以降は減少しています。 
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（１）労働力人口 

①労働力人口の推移 

 
堺市の労働力人口は、１９６５年から１９９５年にかけて増加していましたが、２０００年には減

少に転じました。その後、美原町との合併により、労働力人口は２００５年に増加しましたが、２０

１０年には再び減少に転じています。 

 

②年齢別労働力人口割合の推移 

 

年齢別労働力人口割合を見ると、１５～１９歳代は継続して減少傾向であり、２０歳代は１９９５

年以降、減少傾向で推移しています。そのため、１５～２９歳の労働力人口割合は、１９９５年以降、

継続して減少傾向にあります。 

また、１５～４９歳の労働力人口割合は、２０００年以降、横ばいで推移しています。 

一方、６０歳以上は一貫して増加傾向で推移しています。 
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③労働力人口構成比の推移 

 
１９５７年の臨海工業地帯造成の影響などにより、１９６０年は最も就業者の割合が多く、完全失

業者の割合が少ない状況でした。しかしその後、年々就業者割合は少しずつ減少し、完全失業者の割

合は増加しています。 

 

（２）有効求人倍率 

 

 

  本市の有効求人倍率は年々増加しており、本市における雇用機会は増加していることが分かります。 
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出典：国勢調査 
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（３）産業３部門別就業者割合の推移 

 
第１次産業の割合は、年々減少し、１９８０年には１％を下回り、その後１９９０年頃からは横ば

いに推移しています。 

第２次産業の割合は、１９５７年の臨海工業地帯の造成により増加しましたが、その後は年々減少

しています。 

第３次産業の割合は、年々増加傾向にありましたが、２０００年以降は 横ばいで推移しています。 

 

（４）通勤、通学者の移動 

 

通勤、通学者の多くは大阪市に流出しています。また、流入元は泉州地域と南河内地域が多くなっ

ています。 
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出典：堺市統計書 
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（１）現状分析 

 ①人口動向の分析 

 

 

 

 ②産業の現状分析 

 

 

 

（２）将来展望 

 

 

 

（３）将来推計の考え方 

①現在の状況が継続すると仮定した場合の人口推計（※）、②社会増減が均衡すると仮定した場

合の人口推計、③社会増減が均衡して合計特殊出生率が２０４０年までに段階的に人口置換水準に

まで回復すると仮定した場合の人口推計を行います。 

 

※堺市マスタープランの将来推計人口は、２００５年の国勢調査を基本とし、２００５年から２００

９年までの社会増の傾向を基に算出したものです。本ビジョンでは、最新の国勢調査である２０１

０年国勢調査を基本とし、社会減となった２０１３年と２０１４年の社会移動の傾向の反映など、

新たに将来推計人口を算出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．将来展望 

調整中 

調整中 

調整中 

■推計人口①・・・低位推計 

本市の出生率１．４３が今後とも維持・継続し、社会減となった２０１３年と２０１４年の傾向が今後も続くと

仮定して推計。 

■推計人口②・・・中位推計 

本市の出生率１．４３が今後とも維持・継続し、社会増減を０と仮定して推計。 

■推計人口③・・・高位推計 

国の人口の将来展望での出生率の仮定（２０２０年に１．６程度、２０３０年に１．８程度、２０４０年に人

口置換水準である２．０７）を達成するとともに、社会増減を０と仮定して推計。 
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700,000

720,000

740,000

760,000

780,000

800,000

820,000

840,000

860,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

（人） 

（出典）２０１０年国勢調査を基に独自推計 

（４）将来推計 

 ①市全体の将来推計 

ア．将来推計人口（仮推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※最新の状況を反映させるため、２０１５年は７月１日時点の人口を記しています。 

 

推計結果を見ると、いずれの場合も将来の人口は減少すると予測されており、出生率が向上し、

社会移動が均衡する高位推計であっても２０１４年から約７万７千人減少すると推計していま

す。 

 

イ．年齢３区分別人口の推移  

 

 

 

ウ．年齢構造割合の変化 

 

 

 

②各区の将来推計 

ア．将来推計人口 

 

 

 

イ．年齢３区分別人口の推移  

 

 

 

調整中 

調整中 

調整中 

調整中 

841,966 838,544 

推計人口① 72.2 万人 

推計人口③ 76.5 万人 

推計人口② 73.3 万人 
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ウ．年齢構造割合の変化 

 

 

 

（５）今後の方向性について 
 

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、今後も日本の人口減少は続き、現在の状況が改善さ

れていない場合、２０５０年には総人口が９，７００万人となり、２１００年には５，０００万人

を割り込む水準にまで減少するとしており、日本は総人口及び人口構成の変化の過渡期にさしかか

っています。 

 

   本市においても人口減少は例外ではなく、将来推計で人口が減少すると予測され、２０４０年に

は、出生率が向上して社会移動が均衡する高位推計であっても、２０１４年から約７万７千人減少

するという推計結果が出ています。 

 

本市はこれまで、堺市マスタープランで将来推計を行い、「堺・３つの挑戦」をはじめとする取

組を着実に推進し、本市の人口は将来推計人口（中位）を上回るペースで推移してきました。今後

においても、これまでの取組を踏まえ、今後の人口減少局面に適切に対応し、めざすべき堺の将来

像である「未来へ飛躍する自由・自治都市」の実現に向けて取り組んでまいります。 

調整中 


